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１ 事業者選考基準の位置づけ 

賀来地区公共下水道整備事業 事業者選考基準（以下「事業者選考基準」という。）は、大分市

上下水道局（以下「局」という。）が賀来地区公共下水道整備事業（以下「本事業」という。）の実

施にあたって、事業者を選考するための方式及び評価基準等を示すものである。 

 

２ 事業者選考の概要 

（１）事業者選考の方式 

本事業を実施する事業者には、本事業の対象施設の設計・施工監理及び工事に関する技術や

ノウハウが求められる。事業者の選考にあたっては、提案価格のほかに、提案価格以外の技術

的な提案内容を評価する公募型プロポーザル方式を採用する。 

 

（２）事業者選考の方法 

事業者の選考は、応募資格審査及び提案内容の審査により行う。応募資格審査は応募者の参

加資格について審査を行う。提案内容の審査は提案価格のほか、要求水準との適合性及び施工

計画の妥当性、確実性等の審査を行う。 

 

（３）事業者選考の体制 

提案内容の審査にあたっては、局が設置した学識経験者等で構成される賀来地区公共下水道

整備事業受託候補者選考委員会（以下「選考委員会」という。）において、公平性・透明性を確

保し審査を行う。 

 

選考委員会 委員 

氏 名 所 属 名 

帆秋 利洋 
独立行政法人 国立高等専門学校機構 

大分工業高等専門学校 教授 

林 勇貴 大分大学 経済学部 准教授 

佐藤 敏明 上下水道部長 

衛藤 興憲 上下水道部次長兼経営企画課長 

奥家 好和 下水道整備課長 
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３ 受託候補者選考の手順 

 

（１） 優先交渉権者決定までの手順は、次の通りとする。 

 

 

 

募集要領 

応募資格の審査 

提案書の提出 

提案価格審査 

基礎審査 

提案内容の審査（プレゼンテーション） 

価格評価点の算出 技術評価点の算出･審査 

最優秀提案者及び優秀提案者の選定 

優先交渉権者の決定 

失格 

失格 

失格 

OK 

OK 

OK 

NG 

NG 

NG 

総合評価点数の算定 

失格 

NG 

OK 
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（２）応募資格の審査 

ア 応募資格の審査 

① 応募資格審査書類の審査 

局は、本事業の応募者に求めた応募資格審査書類が全て揃っていることを確認し、審

査する。 

書類不備の場合は失格とする。ただし軽微な書類不備の場合は、この限りではない。 

② 応募資格要件の審査 

局は、応募者が募集要領に記載した応募者が備えるべき応募資格要件を満たしている

ことを審査する。応募資格要件を１つでも満たしていない場合は失格とする。 

審査内容は、以下のとおりとする。 

審査事項 審査内容 

応募資格要件 募集要領の各項目 

③ 応募資格審査結果の通知 

局は、応募資格審査の結果を応募者の代表構成員に通知する。 

（３）提案書の確認 

局は、応募者から提出された提案書類が全て揃っていることを確認する。 

ただし、軽微な書類不備等の場合は、追加提出を求めるとともに技術評価に反映することも

ある。 

（４）提案内容の審査 

ア 提案内容の審査 

① 提案価格の審査 

局は、応募者が提出した提案価格が、見積上限価格以内であることを審査する。 

見積上限価格を超えた場合は失格とする。また、価格が著しく低い提案者については、

プレゼンテーション時において価格の妥当性等についてヒアリングを行う。 

② 基礎審査 

局は、提案価格が見積上限価格以内である応募者を対象として、要求水準内容の審査

を行う。 

提案内容が「要求水準書」に定めた要求水準を満たしているか否かを審査する。要求

水準を満たしていない場合は失格とする。 

③ 審査結果の通知 

局は、提案価格及び基礎審査の結果を、応募者の代表構成員へ通知するとともに、プ

レゼンテーションの日程を応募者に伝える。 

④ 提案内容の審査 

提案価格の審査及び基礎審査後、選考委員会は、その応募者ごとにプレゼンテーショ

ンを実施し、当該応募者に対し、ヒアリングを行う。 

⑤ 技術評価審査 

技術提案の審査においては、応募者が提出した提案内容に対して評価項目及び配点に

基づき得点化（以下「技術評価点」という。）を実施する。 

評価項目及び配点は、次のとおりとする。 
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表 ３-１ 評価項目 

大項目 中項目 様式番号 点数配分 

(1)企業の実績 

① 設計企業の実績 様式４-１ ４点 

１０点 
② 設計企業の実績（推進工） 様式４-１ １点 

③ 建設企業の実績 様式４-２ ４点 

④ 建設企業の実績（推進工） 様式４-２ １点 

(2)施工概要 

① 事業実施体制 様式４-３ ８点 

２４点 ② 工期の確実性 様式４-４ ８点 

③ 近隣住民への対応 様式４-５ ８点 

(3)設計・施工 

① 設計の考え方 様式４-６ 10点 

３０点 ② 施工計画 様式４-７ 10点 

③ 工事の確実性 様式４-８ 10点 

(4)公共下水道の普及促進 ① 公共ます設置率向上のための対策 様式４-９ 10点 １０点 

(5)緊急時の対応 ① 緊急事態発生時の対応 様式４-10 ６点 ６点 

小計 ８０点 

(6)費用 ① 提案価格 様式３-２ ２０点 

小計 ２０点 

合計 １００点 

 

 

＜ 審査及び評価の基準 ＞ 

業務提案を総合的に評価するため、参加事業者の業務実施能力を評価する「企業の実

績」４項目、「施工概要」３項目、「設計・施工」３項目、「公共下水道の普及促進」、「緊

急時の対応」、「費用」各１項目の合計１３項目について評価を行う。 

評価は中項目ごとに行い、各項目の評価点の合計を総合評価点とする。 

なお、評価は以下の要領で行う。 

（１） 企業の実績 

① 設計企業の実績（様式４-１） 

  平成２３年度以降において受注した下水道管路施設の設計業務を完了した実績件

数により設計の信頼性について評価を行う。また、推進工による実績についても評

価を行う。 

② 建設企業の実績（様式４-２） 

  下水道管路施設の工事を完了した実績件数により施工の信頼性について評価を行

う。また、推進工による実績についても評価を行う。 
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（２）施工概要 

① 事業実施体制（様式４-３） 

    事業実施体制は、施工事業の標準的期間を 50 ヶ月（R8.3）とし、以下の項目を重

視し評価を行う。 

・民間事業者の技術力や創意工夫により、実施可能な事業期間短縮等。 

・事業の早期完了を可能とする企業グループ間の協力体制等。 

② 工期の確実性（様式４-４） 

  事業実施体制（様式４-３）に示す工期について、確実に施工を終えるため以下の

項目を重視し評価を行う。 

・設計/施工/施工監理の各視点で明確化された考慮事項。 

・提案の工期を可能とするため、企業グループの施工体制や配置人員の考え方。 

③ 近隣住民への対応（様式４-５） 

       施工時における交通障害や騒音・振動などを考慮した上で、近隣住民への配慮や、

通学路の安全対策、周辺環境への配慮など以下の項目を重視し評価を行う。 

・施工中の安全対策。 

・住民説明等工事に対する理解への工夫。 

（３）設計・施工 

① 設計の考え方（様式４-６） 

  対象区域の設計を行う手順、設計工期について評価を行う。 

  評価の方法は、標準的必要期間を 27 ヶ月（R6.3）とし、これより短縮期間となる

ものを以下の項目を重視し評価を行う。 

・民間事業者の技術力や創意工夫により、実施可能な設計期間の短縮化。 

・設計業務の部分成果による早期着手。 

・設計業務における発注者との関わり方。 

・設計を行う上での建設企業グループとの関わり方。 

② 施工計画（様式４-７） 

 局では、従来の開削工法では近隣住民への配慮を基本とし、振動や騒音などの対策

や、家屋等への被害の軽減を図る観点から日々復旧による施工としている。 

 本対象区域の特性を理解した施工手順と方法について以下の項目を重視し評価を

行う。 

・日々復旧に限らず、民間事業者の創意工夫による手法での施工が考えられる場

合は、近隣住民への十分な配慮。 

③ 工事の確実性（様式４-８） 

       工事において困難が想定される区間とその対策方法、その他工事を確実に終えるた

めに配慮された事項について以下の項目を重視し評価を行う。 

・施工難易度が高い区間の選定理由。 

・地区内の交通量が最も多い路線での工事の進め方。 

（近隣工事区間との関連性。適正な交通誘導員の配置。） 

・想定されるトラブル等。（事前、施工中の対策。） 
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（４）公共下水道の普及促進 

① 公共ます設置率向上のための対策（様式４-９） 

  局では経営方針を策定し、下水道の整備促進を図っているところである。 

  このような中で公共ます設置率向上に対する具体的、かつ実行性のある方策につい

て以下の項目を重視し評価を行う。 

・具体的な設置数や率についての目標と、実現に向けての方策。 

・区域内の住民への事前説明は発注者側により予定しているが、それを補完する

今後、設計・工事における各企業グループの協力体制。 

（５）緊急時の対応 

① 緊急事態発生時の対応（様式４-10） 

  事故や災害など緊急事態発生時の対応および備えなどの事項について以下の項目

を重視し評価を行う。 

  ・災害時及び不測の事態における対応。 

  ・緊急時の体制（事故発生時の対応手順／連絡・通報フロー）の構築。 

・局地的な大雨による増水や地震等に備えるための対策（１）現場特性の事前把

握（２）工事等の中止基準・再開基準の設定（３）迅速に退避するための対応

（４）日々の安全管理の徹底等 

（６）費用 

① 提案価格（様式３-２） 

  提案価格の適正化及び経済性の評価を行う。 

・価格の妥当性及び、積算の根拠となる検討事項等の内容。 

・価格評価点＝２０点×（最低提案額（税抜）÷応募者の提案価格（税抜）） 

  なお、価格評価点は、小数点第３位以下を四捨五入し、小数点第２位までを求める。 

        また、提案価格の算出根拠を示す見積書（様式３－３）を提出すること。 

（様式は問わない。） 

 

⑥ 技術評価点の得点化方法 

技術評価点は、評価項目ごとに以下のとおり５段階の評価を行い、得点化する。 

なお、技術評価点は、小数点第１位までを求める。 

判断基準 評価 得点化方法 

特に優れている Ａ 配点×1.00 

優れている Ｂ 配点×0.80 

標準的である Ｃ 配点×0.50 

不十分である Ｄ 配点×0.20 

上記以外である Ｅ 配点×0.00 

 

※  技術評価における妥当性の判断基準を技術評価点（８０点満点）の６０％以上とし、こ

の判断基準に満たない場合は失格とする。 



 

7 

イ 総合評価点の算定及び最優秀提案者等の選定 

① 総合評価点の算定 

各応募者について、価格評価点及び技術評価点を合計し、総合評価点（１００点満点） 

を算出する。 

② 最優秀提案者等の選定 

各応募者の総合評価点が最も高い提案を最優秀提案とし、最優秀提案者に選定する。 

また、最優秀提案の次に優秀な提案を優秀提案とし、優秀提案者に選定する。 

ただし、総合評価点が同点の時は、技術評価点が最も高い応募者を選定する。 

 

（５）優先交渉権者の決定 

大分市上下水道事業管理者は、選考委員会の審査結果の報告をもとに、優先交渉権者を決

定する。 

（６）審査項目採点シート 

   別紙 
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■審査項目採点シート 【別紙】

大項目 中項目

A 4.0 5件以上の実績がある。

B 3.2 4件の実績がある。

Ｃ 2.0 3件の実績がある。

Ｄ 0.8 2件の実績がある。

Ｅ 0.0 1件の実績がある。

上記項目において推進工の設計実績を評価します。 1 1.0 1件以上の実績がある。

A 4.0 5件以上の実績がある。

B 3.2 4件の実績がある。

Ｃ 2.0 3件の実績がある。

Ｄ 0.8 2件の実績がある。

Ｅ 0.0 1件の実績がある。

上記項目において推進工の施工実績を評価します。 1 1.0 1件以上の実績がある。

A 8.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 6.4 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 4.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 1.6 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 8.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 6.4 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 4.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 1.6 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 8.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 6.4 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 4.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 1.6 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 10.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 8.0 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 5.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 2.0 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 10.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 8.0 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 5.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 2.0 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 10.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 8.0 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 5.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 2.0 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 10.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 8.0 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 5.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 2.0 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

A 6.0 提案内容が具体的であり、特に優れている内容である。

B 4.8 提案内容が具体的であり、優れている内容である。

Ｃ 3.0 提案内容が具体的であるが、標準的である。

Ｄ 1.2 提案内容が具体的であるが、やや劣っている。

Ｅ 0.0 上記以外（具体性に欠くなど）

確認欄：入力規則；該当する場合は、「■」、非該当は「□」

小計

小計

小計

小計

中計

小計

4

（2）施工概要

事業実施体制
事業実施体制は、施工事業の標準的期間50ヶ月
(R8.3)とし、これにより短縮期間となるものを評価しま
す。

24

8

近隣住民への
対応

施工時における交通障害や騒音・振動などを考慮した
上で、近隣住民への配慮や、通学路の安全対策、周
辺環境への配慮などの事項を評価します。近隣住民
への対応について評価します。

8

建設企業の実績

評価項目
評価内容 配点 評価基準

設計企業の実績

10
（1）企業の実績

工期の確実性
事業実施体制（様式4-3）に示す工期について、確実
に施工を終えるための事項について評価します。

8

同種工事の施工実績数により、施工の信頼性を評価
します。

同種業務の設計実績数により、設計の信頼性を評価
します。

4

小計

工事の確実性
工事において困難が想定される区間とその対策方
法、その他工事を確実に終えるために配慮された事
項について評価します。

10

設計の考え方

対象区域の設計を行う手順、設計工期について評価
します。
評価の方法は、標準的必要期間を27ヶ月（R6.3）とし、
これより短縮期間となるものを評価します。

10

施工計画

局では、従来の開削工法では近隣住民への配慮を基
本とし、振動や騒音などの対策や、家屋等への被害
の軽減を図る観点から日々復旧による施工としていま
す。
本対象区域の特性を理解した施工手順と方法につい
て評価します。

1030

（4）公共下水道の
普及促進

公共ます設置率向上の
ための対策

局では経営方針を策定し、下水道整備促進を図って
いるところであります。
このような中で公共ます設置率向上に対する具体的、
かつ実行性のある方策について評価します。

10 10

（3）設計・施工

（5）緊急時の対応

緊急事態発生時
の対応

事故や災害など緊急事態発生時の対応および備えな
どの事項について評価します。

6 6

合計 100

（6）費用
提案価格 提案価格の適正化及び、経済性を評価する。 20 20


